
１ 地下鉄 8 号線(豊洲―住吉間)の早期事業化について（都市整備局） 

地下鉄８号線豊洲―住吉間の開通は、東京東部の交通ネットワークにお

いて南北移動の速達性や直達性を格段に向上させるほか、深刻な混雑状況

である東西線の混雑率を緩和させる効果があるなど、人口増加の著しい本

区のみならず、東京の都市機能向上にとっても欠かせないものである。 

本路線の整備については、平成 23 年７月、東京都副知事より豊洲市場

にとっても是非とも必要なものであり、実現に向け本区と連携し最大限の

努力を傾注していくとの意思が示された。 

さらに、昨年 12 月に公表された『都民ファーストでつくる「新しい東

京」～2020 年に向けた実行プラン～』において、都内６路線を中心に事業

スキーム等の検討を開始するとしている。 

これらを踏まえ、地下鉄８号線を速やかに整備路線として選定し、一刻

も早く東京都が主体となって、国や東京地下鉄株式会社等関係機関と、整

備着手に向けた具体的調整を図るよう強く要望する。 

 

２ 東京メトロ東西線の混雑緩和等について（都市整備局） 

東京メトロ東西線は、ラッシュ時の激しい混雑に加え、慢性的な遅延が

発生している。加えて、駅乗降客数の増加に伴い、ホーム上の安全確保が

課題となっている。 

本区の強い要望もあって、南砂町駅及び木場駅において、駅内の混雑緩

和・安全対策及び遅延対策を目的とした改良工事が進められているが、車

内の混雑緩和に資する輸送力増強並びに抜本的なホーム上の安全対策と

なるホームドアの設置については、なお時間を要することが見込まれてい

る。 

東京都市圏の交通政策を担う東京都として、東西線の抜本的な混雑緩和

対策及び区内各駅へのホームドアの設置を早期に行うよう、引き続き東京

地下鉄株式会社に対し働きかけることを要望する。 

 

３ 鉄軌道駅におけるバリアフリー化の一層の推進について（都市整備局） 

本区では、全ての鉄道駅において、エレベーター等によるバリアフリー

経路１ルートの整備が完了しているが、高齢者や障害者、べビーカー利用

者等の移動に配慮が必要な乗客にとって、各出入口におけるエレベーター

設置は切実なものとなっている。また、東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会で多数の競技が開催される本区においては、多くの来訪

者が見込まれており、だれもが自由に円滑に移動できる環境を一層推進す

ることが必要である。 

ついては、鉄道駅における２ルート以上の整備が推進されるよう、鉄軌

道事業者へ働きかけるとともに、大会会場周辺駅以外にも補助制度を充実

させることを要望する。 

 

 



 

１ 都営バス交通網の整備、充実について（交通局） 

都営バスは、日常の区民生活を支える公共交通として、本区において重  

要な役割を果たしており、とりわけ鉄道交通が不足している南北の移動に

おいては、その中心を担っている。さらに、本区では南部地域の開発等に

よる著しい人口増加や東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会会

場の整備、移転が予定される豊洲市場等により、区内既成市街地と臨海部

を結ぶ路線の充実が都営バスに求められている。 

以上を踏まえ、次の点について要望する。 

(1) 江東高齢者医療センター、昭和大学江東豊洲病院、がん研有明病院な

ど医療施設へのアクセス利便性を充実させること。 

(2) 江東区内各地域から移転が予定される豊洲市場や東京 2020 オリンピ

ック・パラリンピック競技大会の競技会場が整備される臨海部への路線

充実を図ること。 

(3) 屋根、ベンチ、バス接近表示装置の設置など、バス停留所施設の充実

を図ること。 

 

１ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた要望につ

いて（オリンピック・パラリンピック準備局） 

オリンピック・パラリンピックは、スポーツを通じて万国の人々に夢と

希望と感動を与える「恒久平和の祭典」である。 

３年後に開催される東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会

において、江東区には多数の競技会場が配置されることとなっている。そ

れに伴い、外国人観光客等のおもてなし、交通輸送問題、インフラ整備等、

多岐にわたる開催に向けた取り組みや大会後のレガシー形成に向けた取

り組みが求められている。 

本区は、東京大会の主要な開催地の 1 つとして、大会の成功に向けて東

京都や大会組織委員会と十二分に連携していく所存である。 

ついては、万全な開催準備と、レガシー形成を含む本区特有のまちづく

りを確実にするため、下記事項について強く要望する。 

（１） 大会開催について 

① 会場及び会場周辺の整備や後利用の検討は、本区のまちづくりや

区民生活に深く関わることから、整備スケジュールや進捗状況につ

いて、時宜を逸することなく、速やかに情報提供を行うこと。 

② 大会開催に伴い区民生活や地域経済等に影響を与える可能性があ

る場合には、早期に情報提供を行うとともに、必要な調整をするこ

と。特に観客及び関係者輸送については、多くの競技会場等が配置

される本区においては、交通規制や大量の観客移動等により、物流

等の経済活動、ごみ・資源の収集等の清掃事業や通勤・通学等の区

民の日常生活等に大きな影響を及ぼすことが想定される。大会期間

中の都市活動との両立を図るため、具体的な運行計画を早期に明ら 



 

かにするとともに、地域住民・企業等への丁寧な説明及び区をはじ

めとする関係機関との綿密な協議及び調整を行うこと。 

③ 区内の競技会場整備が本格化したことに伴い、臨海部を中心に通

過交通が増加している。今後も有明北地区における義務教育施設建 

設や民間開発、豊洲地区おける市場の移転予定など、更なる交通需

要の増加が見込まれることから、区民の安全・安心を脅かすことの

ないよう、工事の安全確保、交通安全対策、工事現場周辺の環境保

全等を強化するとともに、施工者間の調整及び指導を徹底すること。 

④ 東京都及び大会組織委員会が実施する「文化プログラム」の枠組

み、スケジュール等について明らかにするとともに、区内文化団体

等を始め、多くの区民が参加できるよう、参加団体等への経費の助

成や支援を充実すること。 

⑤ 大会時のボランティアについて、資格、募集方法、活動内容等の

詳細を早期に明らかにするとともに、参加を希望する区民について

は、区内の施設等に配置するなど、多くの区民が参加できる体制と

すること。また、ボランティアに限らず、各競技の開会等にあたっ

て、区内小中学校のブラスバンドを活用するなど、こどもたちが参

加できる枠組みを検討すること。 

⑥ 公共交通機関、建築物・公共的施設のユニバーサルデザイン化、

総合的なサイン計画、フリーＷｉ-Ｆｉの整備を推進すること。 

⑦ 大会開催期間中の、選手、観客、大会関係者等の安全確保のため、

猛暑、台風、地震などの自然災害及びテロや感染症等について十分

な対策を講じるとともに、区民の危機管理に関わる重要な対策につ

いては、国との連携のもと万全を期し、本区への情報提供や役割分

担等、適宜必要な調整を行うこと。また、大会時だけでなく大会後

の施設運営について来場者の安全を確保するため、避難計画、帰宅

困難者対策、災害用備品の配備、備蓄計画等について、区と情報を

共有すること。 

（２） 開催都市にふさわしいまちづくりについて 

① 都が東京 2020 大会のレガシーとして示した「臨海スポーツゾー

ン」を含む新たなまちづくりの構想について、その詳細や行程を速

やかに明らかにするとともに、まちづくりの検討や整備にあっては、

地元住民・企業等の意見に十分配慮するとともに、区と協議を行う

こと。 

② 水辺の魅力を観光に活かすため、水上ステーションと水陸両用バ

ス用スロープの整備、水上タクシーの桟橋を整備するとともに、民

間事業者にも開放した係留施設を整備し、舟運利用や水陸両用バス

路線の誘致を図ること。 

 

 



③ 本区木場の木材業の伝統や我が国の木造建築の技術を世界へ発信

し、特色ある景観形成を推進するため、競技会場や関連施設、工作

物などについて、木材の積極的な利用を図ること。 

④ 緑の中の都市「CITY IN THE GREEN」の実現と暑熱環境の緩和や来

訪者へのおもてなしのため、競技会場の屋上や壁面、都道等の橋脚

部、歩行者ルート上の緑化を強力に推進すること。 

⑤ コミュニティサイクルの本格実施に向け、更なる法的規制緩和を

図るとともに、大会終了後の施設の後利用においても有効に活用で

きることから、競技会場へのステーション設置を検討すること。合

わせて、自転車専用道路の設置を推進し、民間事業者も対象とした

施設整備・運営の補助を図ること。 

⑥ 競技会場に商業施設を導入し、まちの賑わいをもたらすよう配慮

すること。また駅から競技会場までの賑わい機能の導入、デジタル

サイネージの設置など動線強化を図ること。 

⑦ 広域的な防災機能の強化のため、競技会場に防災備蓄倉庫や独立

型電源の配備、かまどベンチ、マンホールトイレの設置、一時滞在

施設機能の付与、来場者の避難誘導や帰宅困難者の対策を図ること。 

（３） 本区のスポーツ振興を踏まえた施設整備等について 

① 競技会場や練習会場等、大会開催にあたり使用を予定している区

内施設について、その用途や使用が制限される範囲、期間等を速や

かに明らかにするとともに、江東区民の利用が制限される施設につ

いて、都立施設の江東区民優先利用等、必要な措置を講じること。 

② 区内における競技会場整備にあたっては、障害者スポーツの拠点

としても活用できる、バリアフリー対応の施設とするとともに、広

域的な観点から障害者スポーツの場の充実・強化を図ること。 

③ 競技人口が少ない種目に対する選手育成のための競技会場・練習

場所の設置及び普及啓発を図ること。 

 

 

 


